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A. 研究目的 

 現在行われている動向調査では把握できない HIV 新

規未治療感染者等の情報を収集・解析し、今後の HIV

感染予防普及啓発の対象を明らかにし、その手法を提

言することを目的とする。 

a.新規未治療 HIV 陽性患者の情報収集 ＜羽柴・今橋

＞ 

集積されたデータから以下の 2 点についての解析を目

的とした。 

・患者の居住地・就労地・出会いの場に集積がないか。 

・CD4 数によって居住地・就労地・出会いの場の集積に

違いはないか。 

b.無料匿名検査会受検者の情報収集 ＜金子＞ 

日本国籍若年 MSM が多く来場する名古屋市無料

HIV 検査会受検者の社会、疫学的情報を明確化し、有

効な普及啓発を検討することを目的とする。 

c. SPHNCS を使用したクラスタ分類 ＜椎野＞ 

検査の hard-to-reach 層にいる感染者等の詳細な動向

を解析することで、今後の普及啓発の対象を明らかにし

てその手法を対象地域の地方自治体に提言するため、

従来の検査普及啓発活動が活発な愛知県及び名古屋

市において、名古屋医療センターを受診した新規未治

療感染者から pol 領域の HIV 遺伝子配列を採取し、以

前に同定された日本人 HIV 感染者の国内伝播クラスタ

（dTC）のどこに分布するかを調べることで、検査会等に

訪れない HIV 感染者や東海地方で急速に伝播を広げ

ているサブ集団を同定することで、啓発の新たな標的を

推定することを目的とする。 

B. 研究方法 

a.2018年 1月～2020年 11月まで当院受診時未治療患

者 104 人を対象とし、当科初診時に自己回答式アンケ

ートを配布し、回答を得た。得られたデータを Arc Map 

ver10.8（ESRI）で描写した。 

b. 調査対象は、名古屋市無料 HIV 検査会に来場した

ものとする。令和2年度は新型コロナ感染症拡大の影響

により名古屋市無料検査会(以下検査会)が実施できな

かったことから、過去の検査会の来場者の質問紙調査

のデータの分析を行った。 

c.2003年から19年に名古屋医療センターと名古屋医療

センターに薬剤耐性検査を依頼している東海地方の医
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療機関に来院した新規 HIV 感染者から採取されたウイ

ルスの pol 領域(HXB2:2253-3260)の塩基配列から、

HIV 薬剤耐性班で解析した dTC 同定ツール SPHNCS

を用いて dTC を同定した。2016 年～19 年の東海地方

由来の新規感染者の動向が注目される dTC について、

その性状の詳細分析、時間系統樹の推定と臨床へのデ

ータ還元を行った。 

（倫理面への配慮） 

本研究班の研究活動においても患者個人のプライ

バシーの保護、人権擁護に関しては最優先される。

本研究班における臨床研究によっては、ヒトゲノ

ム・遺伝子解析研究に関する倫理審査、人を対象

とする医学系研究に関する倫理審査を当該施設に

おいて適宜受けてこれを実施した。 

 

C. 研究結果 

a. 対象患者の年齢の平均値は 38.2 歳（range：22-69

歳）、102 人（99%）が男性であった。94 人（91.3%）が日本

国籍であった。婚姻歴は 13 人（12.5%）が「あり」と回答し

た。セクシャリティはゲイが70人（67.3%）、バイセクシャル

が 21 人（20.2%）、ヘテロセクシャルが 13 人（12.5%）であ

った。就労状況は正社員が 63 人（60.6%）と半数以上を

占め、年収は「200-400 万円」と回答した患者が 41 人

（42.3%）であった。居住地は人口も反映して名古屋医療

圏に集積が認められた。就労地は居住地と同様に名古

屋医療圏での集積が認められた。出会いの場は有効回

答数が居住地・就労地と比較して減少した。名古屋医

療圏の中心部に集積が認められた。居住地は名古屋市

郊外にも散在していた。名古屋市中心部への集積は少

なかった。就労地は名古屋市中心部の集積が認められ

た。出会いの場は名古屋市中心部に集積していた。 

b.新型コロナ感染症による検査件数の落ち込みは東海

4 県いずれの地域でも著しく、2009 年の新型インフルエ

ンザパンデミック時や東日本大震災の影響による落ち

込みをはるかに超す影響となっている。  

 過去 6 か月に使用した施設は年齢により差があり、29

歳以下の若い年齢層は Twitter 等、位置情報付き出会

い系アプリの過去 6 か月の利用経験が高い。一方で 40

歳以上ではハッテン場の利用が 20 歳代より高いことが

示された。また直近のセフレ・友達と出会った場所は、

若い年齢層では Twitter 等の SNS アプリ、位置情報出

会いアプリがあがっており、40 歳代以上では 38％が有

料のハッテン場を挙げており、20 歳代より高かった。そ

の場限りの相手と出会ったツールについても同様の結

果であった。 

c. 2017年～19年の東海地方由来の新規患者において、

pol 領域の配列が得られたサブタイプ B 感染者は、251

名であった。SPHNCS による解析によって、東海地方の

当該年度間の HIV 伝播は延べ 67 個の dTC と 36 名の

孤発例に分かれていることが示された。17 年以降に東

海地方で急速に増加している dTCとして、巨大TCの一

つ TC003 のサブクラスタ、同じく TC002 の九州サブクラ

スタの移入例、アウトブレイクが示唆される TC098 が見

いだされた。一方、 TC027と TC165ではそのネットワー

ク構造から東海地方に検査で捕捉されていない感染者

が存在する可能性が示唆された。 

 

D. 考察 

a.HIV 感染症早期発見を目標として新たに検査の啓 

発を行うとすると、居住地を想定した啓発であれば名古

屋市外を重点的に行う必要があることが示唆された。ま

た出会いの場における啓発であれば名古屋市中区が

重点地域となりうる。 

b.最も性行動が活発な 20 歳代に届く予防啓発、検査普

及メッセージのアウトリーチのためには、近年活用が広

がっている位置情報付きの出会いアプリ広告に加え

SNS の活用はますます重要になることが考えられた。 

c. 伝播クラスタ同定システム SPHNCS は、東海地方で

急速に感染を広げている感染者や hard-to-reach 層を

検出できる可能性がある。今回見出した 5つの dTCのう

ち、急速な拡大が観察された３つはいずれも 30 歳代以

下の若年層を中心に構成されており、東海地方の MSM

の若年層に HIV-1 が急速に広がるグループが未だに

存在することを示唆した。一方で、捕捉されていない感

染者の存在は２つの dTC で示唆された。 

 

Ｅ．結論 

a.当院新規未治療患者から得られた位置情報から、居

住地を想定した啓発であれば、名古屋市外を重点的に

行う必要があることが示唆された。 

b.年代層により出会いの場は異なり、特にネットやアプリ

での出会いは増加傾向にある。若者は、施設よりアプリ

を介した出会いが多い可能性が高い。今後、性行動の

活発な 20歳代MSMへ検査予防啓発の情報を届けるた

めにはアプリのみならず SNS の活用は重要となることが

示された。 

c. これらの dTC情報を同研究班の臨床・社会研究者に

還元し、GIS 解析や社会学的調査との関連性を調査で

きれば、アウトブレイクや hard-to-reach のリスク因子に

ついて解析が可能となるだろう。こうした感染者の特徴

を理解できれば、行政の対策に十分に寄与できる 
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